
　地域における参画の状況を示
す指標として、女性の代表または
副代表のいる自治会の割合を、令
和７年度までに17.0％とすること
を掲げています。市部を中心に
徐々に増えてはいるものの、令和
３年４月１日現在は13.3％と、まだ
まだ道半ばの状況です。住みよい
地域社会を築くためには、男女双
方の視点を生かして、共に地域づ
くりに参画することが、ますます大
切になっています。

市町における男女共同参画推進状況

26.3％（５市）

（令和３年４月１日現在）

※県全体 3,345自治会中
　　　　 444自治会（13.3％）
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滋賀県  商工観光労働部女性活躍推進課
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女性も男性も、一人ひとりが
持てる個性や能力を存分に発揮して、

喜びを共に享受し、ともに責任を担いながら、
互いに生きがいをもって意欲的に暮らせる

男女共同参画社会の実現は、
わたしたちみんなの願いです。

滋賀の
男女共同参画
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パートナーしがプラン2025

一人ひとりが幸せ感じる滋賀へ

滋賀県男女共同参画計画・滋賀県女性活躍推進計画

～男女共同参画で変わる　誰一人取り残さない、持続可能な未来を目指して～

あらゆる分野における
男女共同参画の視点に
立った取組加速

働き方・暮らし方の
変革と多様性

　男女共同参画社会基本法、女性活躍推進法および滋賀県男女共同参画推進条例に基づき、令和７年度（2025年度）まで
を目標年度とする「パートナーしがプラン2025（滋賀県男女共同参画計画・滋賀県女性活躍推進計画）」を策定しました。
　「一人ひとりが幸せ感じる滋賀へ～男女共同参画で変わる　誰一人取り残さない、持続可能な未来を目指して～」を基本理
念に、県民一人ひとりが持てる個性や能力を存分に発揮し、互いに生きがいを持って意欲的に暮らすことができる男女共同参
画社会の実現に向け、総合的かつ計画的に施策を推進していきます。

（１）すべての人の人権が尊重される社会の実現に向けての教育・啓発
（２）あらゆる男女間の暴力の根絶（性暴力、ＤＶ、セクシュアルハラスメント等）
（３）困難を抱える人々に対する支援
（４）防災における男女共同参画の推進
（５）人生100年時代の健康づくり

基 本 理 念

重視すべき視点

重点施策（目指す姿）と取組の方向

重点施策 Ⅰ
人権の尊重と安心・
安全な暮らしの実現

（１）企業での女性の人材登用やリーダー育成の加速
（２）政治分野・地域活動（自治会、まちづくり、環境保全等）での男女共同参画の一層の

推進
（３）農業分野・スポーツ分野など専門分野での男女共同参画の推進

重点施策 Ⅱ
あらゆる分野での実質的
な男女共同参画の進展

（１）女性の就業機会の確保と主体的な学びや能力発揮に向けた支援
（２）多様で柔軟な働き方の実現
（３）仕事と生活の両立ができる環境づくり
（４）男性の家事・育児・介護等参画促進
（５）性別にとらわれない選択を可能にするライフ＆キャリア教育

重点施策 Ⅲ
一人ひとりの多様な
生き方・働き方の実現

（１）男女共同参画意識の定着と無意識の思い込み（アンコンシャス・バイアス）解消に向け
た啓発・教育

（２）公共の分野をはじめとする様々な場面における男女共同参画の視点に立った表現の促進
（３）各分野で男女共同参画をリードする人材育成

重点施策 Ⅳ
男女共同参画意識

の浸透

① 県の推進体制の充実

② 国・市町をはじめ多様な主体との連携強化

③ 県立男女共同参画センターを核とした男女共同参画の推進

④ 調査・研究の推進

計画の
総合的な推進



① 男女の人権を尊重すること
② 「男だから」とか「女だから」といった固定的な役割分担意識や慣

習などによって、社会における活動の多様な選択を妨げないように
すること

③ 企業や自治会などすべての団体の方針の立案、決定に男女が共同
して積極的に関与することが重要であること

④ 男女が、相互の協力と社会の支援のもとに、家族の一員としての
役割を果たすとともに、職場や学校、地域など社会における活動も
できるようにすること

⑤ 男女が、それぞれの性の抱える問題を理解することによって、妊娠・
出産に関して双方の意思が尊重されるとともに、生涯にわたって性
に関する健康な生活が送れるようにすること、また、このことが社
会全体で理解されること

⑥ 国際的な取組との協調

滋賀県男女共同参画推進条例

計画推進の目標値一覧

　滋賀県男女共同参画推進条例は、平成14年(2002年)4月に施行されました。
　条例では、男女共同参画を進めるにあたって、県はもちろんのこと、県民、事業者の皆さんが大切にしなければならない
ことを、基本理念として定めています。

重点施策 指　　　標 実　績 年　度 目　標 年　度

重点施策Ⅰ
人権の尊重と
安心・安全な
暮らしの実現

DVの相談先を知っている県民の割合 58.9% R1 80% R6
配偶者からの暴力防止および被害者の保護等に関する基本的な計画策定済み
市町の数 16市町/19市町 R1 全市町 R6

デートDVに関する授業を行った中学・高等学校数 117校/170校 H30 全校 R6
母子家庭の母の就業率（正社員） 41.3% H30 44.0% R6

母子家庭等就業・自立支援センターの取組による年間就業者数（累計） 144人 R2 750人 R2～ R6
年度累計

防災会議の委員に占める女性の割合 27.4% R2年度末 30%(早期)更に
40%を目指す R7

周産期の死亡児数（出産1,000人に対する死亡数） 2.7人 R2年 H29～ R4の平均値が
全国平均より低い R5年

重点施策Ⅱ
あらゆる分野での
実質的な

男女共同参画の
進展

管理的職業従事者に占める女性の割合 14.7% H27年 30.0% R7年
女性活躍推進認証企業数（２つ星以上） 113社 R2 160社 R7
女性の代表または副代表のいる自治会の割合 13.3% R3 17.0% R7
農業委員に占める女性の割合 15.7% R2 30.0% R7

女性の新規就農者数 88人 H27～ R1
年度累計 120人 R3～ R7

年度累計
国体女性監督数 7人/122人 R1 22人 R7

重点施策Ⅲ
一人ひとりの
多様な生き方・
働き方の実現

女性の就業率（25～ 44歳） 71.2% H27年 80.0% R7年
男性の育児休業取得率 14.5%（※1） R2年 30.0% R7年

滋賀マザーズジョブステーションの就職件数 888件 R2 4,900件 R3～ R7
年度累計

滋賀マザーズジョブステーションの相談件数 5,673件 R2 6,000件 R7
子育て中の女性等を対象とした職業訓練受講者の就職率 62.5% R1 65.0% R7
開業資金の女性創業枠を活用して起業した件数 15件 R2 毎年度15件 R3～ R7
ワーク・ライフ・バランス推進企業登録数（従業員数100人以下の企業） 601件 R2 730件 R6
認定こども園等利用定員数 60,971人 R2 61,500人 R6
病児保育提供体制 18,480人 R1 23,590人 R6
一時預かり提供体制 252,204人 R1 389,967人 R6
放課後児童クラブ利用定員数 18,308人 R1 23,678人 R6
通所介護・通所リハビリテーション・認知症対応型通所介護・地域密着型通
所介護延利用回数 2,736,145回 R2 3,168,465回 R7

重点施策Ⅳ
男女共同参画
意識の浸透

「社会全体における男女の地位の平等感」における「平等」と答えた者の割合 15.3% R1 ほぼ全てを目標と
しつつ、当面50％ R6

小中高等学校における男女共同参画社会づくりのための副読本活用率 61.3%（※2） R2 100% R7

計画の
総合的な推進

県の附属機関の女性委員の割合

40.9% R3 毎年40%以上
60%以下 R7

女性委員が30％
未満の附属機関
17/105機関

R3 女性委員が30%未
満の附属機関が０ R7

県庁における男性職員の育児休業取得率 27.6% R2 40.0%（※3） R4
男女共同参画計画の策定済み市町の数 16市町/19市町 R2 すべての市町 R7
女性活躍推進法に規定される市町推進計画の策定済み市町の数 16市町/19市町 R2 すべての市町 R7

（※1）調査結果に大きな影響を与える回答があり、仮に当該回答値を除いて算出すると6.7%（参考値）
（※2）新型コロナウイルス感染症拡大前の令和元年度副読本活用率：76.3％（参考値）
（※3）�「次世代育成支援および女性職員の活躍推進のための取組方針（特定事業主行動計画）」において定める目標値であり、令和７年度の目標値については、同方針改定時に更新し、

方針において定める目標値とする。



統計でみる滋賀の男女共同参画の現状

　令和元年度の県民意識調査に
よると、「男性は仕事をし、女性は
家庭を守るべき」という考え方に
同感しない（どちらかといえば同
感しない方を含む。）人の割合は
59.5％でした。
　平成26年度から同感しない割
合は6.3ポイント増加しています。

　
　性別でみると、女性の方が同感
しない割合が高くなっています。
年代別でみると、男性では20～
29歳で、女性では18～19歳で同
感しない割合が他の年代より高く
なっており、総じて比較的低い年
齢層で同感しない割合が高くなっ
ています。（図１）

　
　

　男性として生きづらさを感じる
ことは、「仕事での成功や評価、経
済力に価値が置かれていること」
が35.5％で最も多くなっていま
す。なお、「特にない」は36.0％と
なっています。（図２）

　日常生活の中で男女の不平等
を一番感じるところは、男性では
「地域社会」が最も多くなってい
ます。一方、女性では「家庭」が最
も多く、男性の約3.7倍となって
います。（図３）

図 1  「男性は仕事をし、女性は家庭を守るべき」という考え方について（滋賀県）

女性 男性

資料：令和元年度男女共同参画社会づくりに向けた県民意識調査（滋賀県）
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＜男女別・年代別（滋賀県）／同感しない・どちらかといえば同感しない方＞

図２　男性として生きづらさを感じること（男性の方のみ・上位５項目・滋賀県）

図３　日常生活で男女の不平等を一番感じるところ（滋賀県）



図４　審議会における女性委員の割合の推移
　　　（滋賀県・県内市町）

図６　様々な分野における女性の参画状況（滋賀県）

図７　管理職につく女性が少ない理由（滋賀県）

図５　管理的職業に従事する者に占める女性の割合
　　　（滋賀県・全国）

　行政、企業、地域活動などで、重要な方
針を決定する立場にいる女性はまだまだ
少なく、女性の参画は十分とはいえない
状況にあります。
　
　県の審議会等委員への女性の登用は、
令和３年度から令和７年度にかけて毎年
40％以上60％以下かつ令和７年度までに
女性委員が30％未満の附属機関０を目指
すこととしています。
　令和２年度と令和３年度はともに40.9％
と目標を達成した数値を維持しています
が、引き続き女性の登用率が低い審議会
での登用促進など、取組を進めていく必
要があります。（図４）

　管理的職業従事者に占める女性の割合
は、14.7％（平成27年）で全国38番目と
非常に低い割合となっています。
　国の男女共同参画基本計画(第５次）で
は、「2030年代には、誰もが性別を意識す
ることなく活躍でき、指導的地位にある
人々の性別に偏りがないような社会とな
ることを目指す。」　そのための通過点と
して、「2020年代の可能な限り早期に指
導的地位に占める女性の割合が30％程
度となるよう目指して取組を進める。」と
の目標が設定されており、本県において
も一層の取組が必要です。（図５）

　地域の様々な分野での女性の参画状況
をみると、自治会やPTAなど、多くの分野
においての女性の参画は３割に届かない
状況です。（図６）

　令和元年度の県民意識調査によると、
「管理職につく女性が少ない理由」として、
男性では、「会社や組織の中に昇進・昇格
に対する男性優先の意識や、女性管理職
に対する不安感があるから」が最も多く
なっていますが、女性では、「女性は、家庭
における責任を多く担っているため、責任
の重い仕事につきにくいから」が最も多く
なっており、男性と比べて15.1ポイント高
くなっています。（図７）

資料：滋賀県資料 資料：国勢調査（総務省）

資料：滋賀県資料、学校基本調査

※平成28年までは３月31日時点、以降は各年４月１日時点
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※県議会、市町議会、県管理職、市町管理職、自治会長、小ＰＴＡ代表、中ＰＴＡ代表は令和３年４月時点、
　小学校長、中学校長、高等学校長は令和３年５月時点

資料：令和元年度男女共同参画社会づくりに向けた県民意識調査（滋賀県）
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　女性の有業率は、24歳以下で
は男性と同様に推移するものの、
25歳以上で男性との差が大きく
なり、結婚、出産、子育て期に低下
します。
　30歳代で女性の有業率が落ち
込むこのグラフの形は、「M字型」
と呼ばれていますが、年々落ち込
みは小さくなってきています。
　依然として男性の就業率との
間には大きな開きがあるものの、
就業希望者を含めた潜在的有業
率は男性に近い比率で推移して
いることがわかることから、就業
を希望する女性が活躍できる社
会づくりが必要です。（図8）

　また、女性の年代別の雇用形態
を見ると、25歳以上では、正規の
職員・従業員の割合は次第に小
さくなり、パートの割合が大きく
なっています。このことから、子育
て期にあたる30歳代で離職し、
パートタイム労働者として再就職
する女性が多いことがわかりま
す。（図9）

　令和元年度の県民意識調査に
よると、女性が仕事を続けるため
に必要なことは、「男女がともに日
常的に家事・育児・介護を分担
すること」が最も多くなっていま
す。（図10）

　男性の1週間の就業時間を年
代別にみると、30歳代では、約
18％が1週間に60時間以上働い
ています。週5日働くと仮定して、
1日12時間以上働いている計算
となります。（図11）

　育児休業取得率の状況を見る
と、女性では近年90％以上で推
移している一方、男性は近年増加
してきたものの令和3年時点で
13.2％と低水準にあります。
　令和7年度に県の目標値であ
る30.0％を達成するためにも、引
き続き企業における取組を促進
する必要があります。
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資料：令和元年度男女共同参画社会づくりに向けた県民意識調査（滋賀県）

※労働条件実態調査 (R2) の男性の育休取得率については、
　調査結果に大きな影響を与える回答があり、仮に 当該回
　答値を除いて算出すると、 6.7％（参考値）となります。

資料：平成29年就業構造基本調査（総務省） 資料：労働条件実態調査（滋賀県）
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図13　夫婦の生活時間（滋賀県）　　　　　　　 （１日24時間に占める時間数）
　共働きかどうかにかかわらず、
夫の家事・育児・介護等の時間
は1時間未満となっており、女性
の家事・育児・介護等の負担が
大きいことがわかります。

（図13）

　男性が家事、育児、介護等に積
極的に参加するために必要なこと
は、「男性も育児や介護の休業を
取りやすい環境にすること」が最
も多く、次いで「夫婦や家族間で
のコミュニケーションをよくはか
ること」が多くなっています。（図
14）

　生活の中での「仕事」、「家庭生
活」、「地域・個人の生活」の優先
度についてみると、希望では、男
性は「仕事と家庭生活をともに優
先したい」が最も多く、女性は「仕
事と家庭生活と地域・個人の生
活をともに優先したい」が最も多
くなっています。
　一方、現実では、男性は「仕事を
優先している」、女性は「家庭生活
を優先している」が最も多くなっ
ています。（図15）

　夫婦や恋人など親しい人間関
係の中で起こる暴力について、男
性で約3割、女性では約4割の人
が「直接経験したことがある」、

「自分のまわりに経験した（してい
る）人がいる」と回答しています。

（図16）　

図 14　男性が家事、育児、介護等に積極的に参加するために必要なこと
　　　　（上位５項目・滋賀県）

図15　生活の中での「仕事」、「家庭生活」、「地域・個人の生活」の優先度（滋賀県）

図16　夫婦や恋人など親しい人間関係の中で起こる暴力の経験（滋賀県）

資料：平成28年社会生活基本調査（総務省）

資料：令和元年度男女共同参画社会づくりに向けた県民意識調査（滋賀県）

資料：令和元年度男女共同参画社会づくりに向けた県民意識調査（滋賀県）

資料：令和元年度男女共同参画社会づくりに向けた県民意識調査（滋賀県）

　新型コロナウイルス感染症の拡大により、女性就業者の多いサー ビス産業等の厳しい状況や、非正規雇用の多い女性の雇用や所得への影
響、また、経済不安等のストレスからのＤＶの深刻化の懸念等があります。 全国で女性の自殺が増加するなど、女性への影響が深刻であり、 平時
の男女共同参画にかかる課題が浮き彫りになりました。県のアンケート調査や関係各所で実施したヒアリング等を通して、滋賀県においても同
様の課題が見られます。
　その一方で、オンラインの活用やテレワーク等の柔軟な働き方が広がり、 在宅勤務等による家庭内での分担の見直しが進んだ家庭もあるな
ど、 働き方や暮らし方に対する行動や意識の変化も見られます。



　地域における参画の状況を示
す指標として、女性の代表または
副代表のいる自治会の割合を、令
和７年度までに17.0％とすること
を掲げています。市部を中心に
徐々に増えてはいるものの、令和
３年４月１日現在は13.3％と、まだ
まだ道半ばの状況です。住みよい
地域社会を築くためには、男女双
方の視点を生かして、共に地域づ
くりに参画することが、ますます大
切になっています。

市町における男女共同参画推進状況

26.3％（５市）

（令和３年４月１日現在）

※県全体 3,345自治会中
　　　　 444自治会（13.3％）
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